
環境省の取組

令和５年６月５日

環境省 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室長 松﨑 裕司
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木材の利用に関する環境省の取組

◼ 本年2月、環境省としては初めてとなる「建築物木材利用促進協定」を大林グループと締結。

◼ 建築物・住宅に関する補助事業で、同協定に基づく木材利用に対する優先採択枠を追加予定。

◼ 国立公園等の所管施設において率先して木材を活用。

炭素中立（カーボンニュートラル）、循環経済（サーキュラーエコノミー）、自然再興（ネイチャー
ポジティブ）の同時達成に向けた取組を加速化し、経済社会の変革を促進。

補助事業における取組

これまで「建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化
促進事業」で、 CLT等の新たな木質部材を用いる
事業に対し優先採択枠を設け、12件を採択してき
たところ。

CLTを用いたZEBの事例（株式会社濱木屋）

国立公園等所管施設における取組

・国立公園等のビジターセンター、休憩所及び木道
等整備に当たっては、率先して木材を活用してい
る。
・国産材、県産材及びCLT等の新たな木質部材の
積極的な利用に努めている。

奄美群島国立公園 奄美大島世界遺産センター 国民公園新宿御苑 新宿御苑ミュージアム



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業のうち、

（１）新築建築物のZEB化支援事業

補助対象

間接補助事業①２／３～１／２（上限5億円）②３／５～１／３（上限5億円）

委託事業 ③

• 一度建築されるとストックとして長期にわたりCO2排出に影響する新築建築物分野において、ZEB化を促進し、2050

年のカーボンニュートラル実現に貢献する。

• 災害時の活動拠点となる業務用施設を中心に、エネルギー自立化が可能であって、換気機能等の感染症対策も兼ね備

えたレジリエンス強化型ZEBの普及を図り、脱炭素化と地域におけるレジリエンス向上の同時実現を目指す。

新築の業務用施設のZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）化に資する高効率設備等の導入を支援します。

地方公共団体※１、民間事業者等

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 電話：0570-028-341

■委託先及び補助対象

補助率等
延べ面積

②①

『ZEB』3/5
Nearly ZEB 1/2
ZEB Ready 補助対象外

『ZEB』 2/３
Nearly ZEB 3/5
ZEB Ready 1/2

2,000m2

未満

『ZEB』 3/5
Nearly ZEB 1/2
ZEB Ready 1/3

2,000m2～
10,000m2

地方公共団体※1のみ対象
『ZEB』 3/5
Nearly ZEB 1/2
ZEB Ready 1/3
ZEB Oriented 1/3

地方公共団体※1

のみ対象
補助率は同上

10,000m2

以上

①令和２年度～令和６年度 ②平成31年度～令和６年度 ③令和５年度

①レジリエンス強化型の新築建築物ZEB化実証事業
災害発生時に活動拠点となる公共性の高い業務用施設について、停電時にもエネルギー
供給が可能なレジリエンス強化型のZEBに対して支援する※２。

②新築建築物のZEB実現に向けた先進的省エネルギー建築物実証事業（経済産業省連携）
ZEBの更なる普及拡大のため、新築ZEBに資するシステム・設備機器等の導入を支援する。

③新築建築物等の脱炭素化・ZEB化を推進するための調査・検討事業
◆①に関する主な補助要件：

水害等の災害時にも電源確保等に配慮された設計であり、災害発生に伴う長期の停電時に
おいても、施設内にエネルギー供給を行うことができる再エネ設備等の導入、感染症対策
のための省エネ型の第一種換気設備の導入、需要側設備等を通信・制御する機器の導入を
補助要件とする。

◆①及び②における優先採択：以下に該当する事業については優先採択枠を設ける。
・補助対象事業者が締結した建築物木材利用促進協定に基づき木材を用いる事業
・CLT等の新たな木質部材を用いる事業
・①は被災等により建替えを行う事業

※1 都道府県、指定都市、中核市及び施行時特例市を除く
※2 EV等（外部給電可能なものに限る）を充放電設備とセットで購入

する場合に限り、蓄電容量の1/2×4万円/kWh補助（上限あり）

【令和５年度予算額 5,894 百万円（5,900百万円）】
【令和4年度第2次補正予算額 6,000百万円 】



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業のうち、

（２）既存建築物のZEB化支援事業

補助対象

間接補助事業（２／３（上限5億円））

既存の業務用施設のZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）化に資する高効率設備等の導入を支援します。

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 電話：0570-028-341

■補助対象

補助率等
延べ面積

②①

『ZEB』 2/3
Nearly ZEB 2/3
ZEB Ready 補助対象外

『ZEB』 2/3
Nearly ZEB 2/3
ZEB Ready 2/3

2,000m2

未満

地方公共団体※1のみ対象
『ZEB』 2/3
Nearly ZEB 2/3
ZEB Ready 2/3

地方公共団体※1

のみ対象
『ZEB』 2/3
Nearly ZEB 2/3
ZEB Ready 2/3

2,000m2～
10,000m2

地方公共団体※1のみ対象
『ZEB』 2/3
Nearly ZEB 2/3
ZEB Ready 2/3
ZEB Oriented 2/3

10,000m2

以上

①レジリエンス強化型の既存建築物ZEB化実証事業
災害発生時に活動拠点となる公共性の高い業務用施設について、停電時にもエネルギー
供給が可能なレジリエンス強化型のZEBに対して支援する※２。

②既存建築物のZEB実現に向けた先進的省エネルギー建築物実証事業（経済産業省連携）
ZEBの更なる普及拡大のため、既築ZEBに資するシステム・設備機器等の導入を支援する。

◆①に関する主な補助要件：
水害等の災害時にも電源確保等に配慮された設計であり、災害発生に伴う長期の停電時に
おいても、施設内にエネルギー供給を行うことができる再エネ設備等の導入、感染症対策
のための省エネ型の第一種換気設備の導入、需要側設備等を通信・制御する機器の導入を
補助要件とする。

◆優先採択：以下に該当する事業については優先採択枠を設ける。
・補助対象事業者が締結した建築物木材利用促進協定に基づき木材を用いる事業
・CLT等の新たな木質部材を用いる事業
・①は被災等により改修を行う事業

• 建築物分野の脱炭素化を図るためには、ストック対策が不可欠であり、CO2削減のポテンシャルも大きい既存建築物

のZEB改修を促進し、 2050年のカーボンニュートラル実現に貢献する。

• 災害時の活動拠点となる業務用施設を中心に、エネルギー自立化が可能であって、換気機能等の感染症対策も兼ね備

えたレジリエンス強化型ZEBの普及を図り、脱炭素化と地域におけるレジリエンス向上の同時実現を目指す。

地方公共団体※１、民間事業者等

①令和２年度～令和６年度 ②平成31年度～令和６年度

※1 都道府県、指定都市、中核市及び施行時特例市を除く
※2 EV等（外部給電可能なものに限る）を充放電設備とセットで購入

する場合に限り、蓄電容量の1/2×4万円/kWh補助（上限あり）

【令和５年度予算額 5,894 百万円（5,900百万円）】
【令和4年度第2次補正予算額 6,000百万円 】



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）化等支援事業
（経済産業省・国土交通省連携事業）

補助対象の例

委託事業／間接補助事業

（１）戸建住宅のZEH、ZEH+化、高断熱化による省エネ・省CO2化を支援するため、以
下の補助を行う。
①戸建住宅（注文・建売）において、ZEH※の交付要件を満たす住宅を新築する者に対
する定額補助：55万円/戸

②ZEH以上の省エネ、設備の効率的運用等により再エネの自家消費率拡大を目指した戸
建住宅（ZEH＋）に対する定額補助：100万円/戸
③上記①、②の戸建住宅のZEH、ZEH+化に加え、蓄電システムを導入、低炭素化に資
する素材（CLT（直交集成板）等）を一定量以上使用、又は先進的再エネ熱利用技術
を活用する場合に別途補助：蓄電システム2万円/kWh（上限額20万円/台）等

（２）既存戸建住宅の断熱リフォームに対し1/3補助（上限120万円/戸。蓄電システム、
電気ヒートポンプ式給湯機等への別途補助）

（３）省エネ住宅の普及拡大に向けた課題分析・解決手法に係る調査検討を行う（委託）

①エネルギーの自給自足により災害にも強く、ヒートショック対策にもなるZEH （ゼッチ）の更なる普及、高断熱化の推進。

②現行の省エネ基準に適合しない既存住宅の断熱性能向上による原油価格高騰対策にも資する省エネ・省ＣＯ２化。

③2030年度に目指すべき住宅の姿としては、新築される住宅についてZEH基準の水準の省エネルギー性能の確保を目指す。

2030年度の家庭部門からのCO2排出量約７割削減（2013年度比）に貢献することを目指す。

④2050年のカーボンニュートラル達成に向けて脱炭素社会の推進。

戸建住宅のZEH、ZEH+化、高断熱化による省エネ・省CO2化を支援します。

【令和５年度予算額 6,550百万円（ 6,550百万円）】

【令和４年度第２次補正予算額 1,390百万円の内数 】

民間事業者等

令和３年度～令和７年度

環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室 電話：0570-028-341

■補助対象・委託先

※「ZEH」は、快適な室内環境を保ちながら、住宅の高断熱化と高効率設備によりできる限りの省エネル

ギーに努め、太陽光発電等によりエネルギーを創ることで、１年間で消費する住宅のエネルギー量が正味

（ネット）で概ねゼロ以下となる住宅。断熱等性能等級５に相当。

主要居室の
部分断熱改修が可能

＋

④断熱リフォーム



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

集合住宅の省CO2化促進事業（経済産業省連携事業）

補助対象の例

委託事業／間接補助事業

(１)集合住宅の省エネ・省CO2化、高断熱化を支援するため、以下の補助を行う。
①新築低層ZEH-M（３層以下）への定額補助：40万円/戸

②新築中層ZEH-M（４～５層）への定率補助：補助率1/３以内

③新築高層ZEH-M（6～20層）への定率補助：補助率1/３以内

④上記①に蓄電システムを導入、低炭素化に資する素材（CLT（直交集成板）等）を一定

量以上使用、先進的再エネ熱利用技術を活用する又はV2Hを導入する場合の別途補助：蓄

電システム2万円/kWh（上限額20万円/台。一定の条件を満たす場合は24万円/台）など

(２)既存集合住宅の断熱リフォーム：1/3補助（上限15万円/戸（玄関ドアも改修する場合

は上限20万円/戸））

(３)省エネ住宅の普及拡大に向けた課題分析・解決手法に係る調査検討を行う（委託）

集合住宅の省エネ・省CO2化、断熱リフォームを支援するとともに、災害時のレジリエンスを強化します。

【令和５年度予算額 3,450百万円（4,450百万円）】

【令和４年度第２次補正予算額 1,390百万円の内数 】

民間事業者等

環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室 電話：0570-028-341

■補助対象・委託先

①低層ZEH-M

④蓄電システム、CLT（Cross Laminated Timber）等

平成30年度～令和５年度

③高層ZEH-M

※①②③について、水害等の災害時における電源確保に配慮された事業は、一定の優遇を行う。
※②③について、補助対象事業者が脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材

の利用の促進に関する法律に基づく建築物木材利用促進協定を締結している場合（事業）は
一定の優遇を行う。

①エネルギーの自給自足により災害にも強く、ヒートショック対策にもなるZEH（ゼッチ）の更なる普及、高断熱化の推進。

②現行の省エネ基準に適合しない既存住宅の断熱性能向上による原油価格高騰対策にも資する省エネ・省ＣＯ２化。

③2030年度に目指すべき住宅の姿としては、新築される住宅についてZEH基準の水準の省エネルギー性能の確保を目指す。

2030年度の家庭部門からのCO2排出量約７割削減（2013年度比）に貢献することを目指す。

④2050年のカーボンニュートラル達成に向けて脱炭素社会の推進。

②中層ZEH-M

主要居室の
部分断熱改修が可能

集合住宅の
共用部のＬＥＤ切替

＋

⑤断熱リフォーム



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

エネルギー起源CO2排出削減技術評価・検証事業のうち

木材の再利用によるＣＥ×ＣＮの同時達成方策評価検証事業（農林水産省連携事業）

事業イメージ

委託事業

資源を持続可能な形で利用できる経済社会を構築することは世界共通

の課題であり、「循環経済・サーキュラーエコノミー（CE）」の概念が

国際的にも急速に広まりつつある。UNEP国際資源パネル（UNEP-IRP）

が「経済をより循環型にすることは、全てのセクターにおける温室効果

ガスの大幅かつ加速度的な削減可能性を高めるために不可欠」と指摘す

るなど、CEを脱炭素・カーボンニュートラル（CN）と同時に達成する

ことの重要性が高まっている。

建築物に使用されている木材を新たな建築物等に再利用することにつ

いて、既往の事例を対象とした調査や、実際の建築物等を対象とした実

証を行い、その省エネ・省CO2効果の把握等を行うことで、建築物に用

いられたCLT等の木材の再利用の有効な方法とその省エネ・省CO2効果

等に関し、得た知見を深める。

① 資源を循環利用する循環経済・サーキュラーエコノミー（CE）の実現による建築分野の脱炭素・カーボンニュート

ラル（CN）化を促進するため、建築物における木材再利用の省エネ・省CO2効果について定量的に検証を行う。

② 建築物に使用されているCLT等の木材の再利用に資する知見を得た上で、深化させる。

建築分野における木材再利用の省CO2効果を検証し、循環経済の実現による脱炭素化を図ります。

【令和５年度予算額 100百万円（100百万円）】

■委託先 民間事業者・団体

令和４年度～令和５年度

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 電話：0570-028-341

建築物の解体後、使用されていた木材を新たな建築物
等において再利用することについて、省エネ・省CO2
効果等の観点から検証を行う。
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